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『障害福祉分野における手続きの
負担軽減に関する現状の課題と要望事項』
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介護・障害福祉事業者による横断的（法人・サービス種別）組織体制

「産業化の推進」・「生産性向上の推進」を2大テーマとする

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名 全国介護事業者連盟
設立年月日 2018年6月
本部所在地 東京都千代田区麹町4丁目
代表者 斉藤正行

介護・障害福祉事業者会員数 ： 2,661社 17,700事業所
（介護事業所14,675所 障害福祉事業所3,025事業所）

※令和5年1月現在
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一般社団法人全国介護事業者連盟 障害福祉事業部会 組織体制
会長 ： 中川 亮（日本福祉コンサルティンググループ株式会社 代表取締役） 東京

副会長： 植野 康弘（まごのてグループ株式会社 代表取締役） 京都

副会長： 喜瀬 和也（株式会社ルーク 代表取締役） 愛知

副会長： 二神 雅一（株式会社創心會 代表取締役） 岡山

役員 ： 岩田 貴正（株式会社エンジョイ 代表取締役） 三重

役員 ： 大野 仁宏（株式会社ヒューマン 代表取締役） 北海道

役員 ： 大山 裕二（ワンズ株式会社 代表） 長野

役員 ： 岡﨑 衛（株式会社manaby 代表取締役） 宮城

役員 ： 小幡 和行（社会福祉法人慶生会 訪問介護事業部次長） 大阪

役員 ： 恩田 泰寛（有限会社CHEER 代表） 愛知

役員 ： 垣本 祐作（株式会社ドットライン 代表取締役 兼 グループCEO） 千葉

役員 ： 賀村 研（株式会社カムラック 代表取締役） 福岡

役員 ： 久保田 嘉郎（株式会社サシノベルテ 代表取締役） 茨城

役員 ： 近藤 浩充（株式会社インビクト 代表取締役） 鹿児島

役員 ： 澤田 好美（株式会社３eee 社長室長） 北海道

役員 ： 白澤 繁樹（ひふみよ株式会社 代表取締役） 鹿児島

役員 ： 辻榮 勇人（株式会社ハートアップ 代表取締役） 福岡

役員 ： 苫米地 達（一般社団法人己達会 代表理事） 宮城

役員 ： 中村 敏也（株式会社SHUHARI 代表取締役） 埼玉

役員 ： 畠山 大志郎（アンダンテ株式会社 代表取締役） 神奈川

役員 ： 濱田 友則（AHCグループ株式会社 取締役） 東京

役員 ： 久田 哲生（一般社団法人未来の扉 代表理事） 大阪

役員 ： 藤田 直 （株式会社インクルージョン 代表取締役） 大阪

役員 ： 村上 タクオ（サンクスラボ株式会社 代表取締役） 沖縄

役員 ： 山村 達夫（社会福祉法人藹藹会 理事長） 栃木

役員 ： 吉田 竜也（株式会社LIC 代表取締役） 大阪

役員 ： 和田 訓昌（NPO法人紀ノ国就労支援センター 代表理事） 和歌山

役員・事務局長： 杉野 貴彦（株式会社ダンデライオン 代表取締役） 千葉

監査 ： 小澤 信朗（行政書士法人放デイラボ 代表） 東京

監査 ： 福田 大輔（アクセス・アイ株式会社 代表） 大阪

監査 ： 吉田 真一（株式会社でぃぐにてぃ 代表取締役） 東京 令和5年1月現在
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障害福祉事業の拡大
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障害福祉事業分野の現状認識

障害福祉事業分野における需要と事業所の拡大に伴い、事業
を多角的に広域展開している事業所も増加しつつあります。
そのような状況の中、介護分野と同様に、３年ごとの報酬改定に

伴う書類負担・手続き負担が年々増加しています。
人手不足も同様に深刻な課題となっており、現場の業務負担の

軽減が求められています。
従って、介護分野で先行して進められている文書負担軽減・手

続きの簡素化に向けた取組は、障害福祉分野においても概ね同
様の課題が存在し、対策の実現を期待致しております。

障害福祉事業分野では、まず『簡素化』及び、『電子化・ICT化』
に対する対策が最優先課題として挙げられると感じます。
また、広域（複数の自治体）で事業を展開する事業者が直面し

ている過度なローカルルールの課題についても、『標準化』に向け
た対策を講じていただきたいと考えます。
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１．簡素化への課題指摘・現場実例

◆指定申請等・報酬請求等・実地指導等に関する課題と事例
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・指定申請書の標準様式については、簡素化できる視点がいくつも
存在します。報酬請求、加算等、実地指導に関する様式も同様で
す。
※例えば、代表者や管理責任者の住所や電話番号などの基本情
報のうち簡素化可能な項目を精査すべきと考えます。

・また、施設備品の記載に事務用品の記載を求める自治体も存在
する等、いわゆるローカルルールの課題があることから簡素化ととも
に様式の標準化の徹底が必要であると感じます。

・指定申請書の標準様式がサービス分類ごとに異なっているため、
基本情報等の項目を統一することで事務負担軽減へと繋がります。

・特に、契約内容報告書の書式や提出ルールの簡素化に対し、現
場から多数要望が上がっています。（利用契約時や変更・終了時）11



２．標準化への課題指摘・現場実例

◆必要性が低いと感じられるローカルルールによる課題
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・あらゆる様式において、未だ押印を求められる自治体の数は介護
分野より多いと事業者は感じています。

・サービス管理責任者等の配置に伴う変更届提出の際、職員の実
務経験証明書を控えでは不可とし、原本での提出を求める自治体
が全国で散見されます。過去に勤務した法人がすでに存在しない
場合等の弊害が多数あります。

・同様に実務経験証明書を特定の様式による提出しか受け付けな
い自治体も存在します。

・変更届提出の際、自治体独自の連絡票の添付を求める自治体も
存在します。（大阪市）

・処遇改善関連加算における計画書、実績報告書提出の際、全従
業員の記名押印を求められています。（鹿児島市）
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２．標準化への課題指摘・現場実例

◆受給者証に関するローカルルールの課題
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・受給者証に関して、下記のような様々な自治体による違いが生じ
ています。例えば、更新月のルール、そもそもの様式・形式、押印
の要不要、負担見直しの際の添付書類（収入申告書の提出が求
められる自治体が存在するなど）が異なっています。

前項含めた上述した事例や課題はほんのひと握りの事例です。
業務過多の中、職員確保に苦慮している障害福祉現場において
過度なローカルルールの存在が運営の生産性向上・効率化の弊
害となっていることは間違いありません。
また、介護分野と比較して自治体における業務効率化の必要性
に関する認識が乏しく、より多くのローカルルールが存在する一因
となっています。
課題解決に向けた対策が急務です。
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３．電子化・ICT化への課題指摘・現場実例産
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◆指定申請等・報酬請求等・実地指導等に関する課題と事例

・指定申請書、変更届、各種加算の手続きや、契約内容報告書に
ついて、自治体ごとに持参、郵送、メール対応など統一化されてい
ません。また、一部オンラインによる申請や手続きについて可能な
体制が確立すれば、大幅な負担軽減につながると感じています。
（持参や郵送での対応との併用も当面は合わせて検討頂きたい。）

・実地指導等の対応における書面の保管について、電子データが
認められないことから紙ベースでの保管となっています。

・集団実地指導について、オンライン対応可能となるよう検討頂くこ
とで電子化・ICT化が加速すると考えます。

・押印の廃止について国の指針は定められていますが、各自治体
では徹底されておらず、対応についても統一されていません。

14



要望事項
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①文書負担軽減・手続き負担軽減に関する調査事業の実施
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障害福祉事業分野における文書負担軽減・手続き負担軽減に関
する課題は多岐にわたっています。サービス種別ごとに『簡素
化』『標準化』『ICT化』の視点に基づき、指定申請関連・報酬関連・
実地指導関連・その他と整理すべきことが多々あることから、具体
的な対応策の検討やスケジュールの優先順位づけが重要です。
また、先行している介護分野における取組を参考にしつつ、障害

福祉分野ならではの対策についても検討を進める必要があります。
これらの対策の整理、優先順位を明確にしていくために、まず障害
者総合福祉推進事業などによる『文書負担軽減・手続き負担軽減
に関する調査事業』の複数実施をお願いいたします。
その調査結果を踏まえた上で、専門委員会の設置などを改めて

検討頂きますようお願いいたします。

障害福祉分野における文書負担軽減・手続き負担の軽減に
関する要望事項
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②指定申請書・変更届・報酬請求資料・実地指導関連資料・受給者
証・契約内容報告書などの記載項目・様式・運用ルール等を改めて
再検討し、優先順位を定めて標準様式を順次作成頂きたい。
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③②の標準様式について、全国自治体での運用を徹底頂きたい。

⑤押印の廃止について、国の指導に沿った指針を改めて全国自治
体に通達発信頂きたい。

④指定申請書・変更届・報酬請求資料・実地指導関連資料・受給者
証・契約内容報告書などのオンライン申請の仕組みや、ワンストップ
対応できる体制構築を検討頂きたい。

障害福祉分野における文書負担軽減・手続き負担の軽減に
関する要望事項
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障害福祉分野における文書負担軽減・手続き負担の軽減に
関する要望事項
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『文書負担軽減・手続き負担軽減に関する調査事業』の実施及
び、その後の専門委員会の設置等を検討頂くとともに、関係各位
のヒアリングによる要望内容に優先順位を定めて、対策の順次検
討をお願いいたします。なお、その際、DX化・生産性向上に優れ
た事業者の声を取り入れて頂くとともに、DX化に対応できていな
い零細事業者への柔軟な対応及び当該事業者に対するDX化に
向けた支援策を講じてくださいますようお願いいたします。
また、契約内容報告書の運用や、財務諸表の提出ルールなど

の運用は現場で機能していないケースが散見されることからも、
根本ルールの再検討も合わせて行って頂くよう要望いたします。

※なお、本日記載した事例等は、当連盟所属の会員より急ぎ提出頂いた内容
に基づき記述をしており、十分な根拠が確認できていない部分も存在している
ことから、記述に誤りや認識違いが存在する可能性のあることをご容赦ください
ますようお願いいたします。いずれにしても、本質的な課題指摘と要望事項に変
わりはございません。
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